
令和５年度事業計画 

 

漁業無線を取り巻く環境は、資源の減少、魚価の低迷に加え近隣諸国との漁場競合等

で大変厳しい漁業経営状況に加え、衛星系通信技術の発展と普及、携帯電話の利用の拡

大など海上における通信形態の変化が、専用通信としての漁業無線へも大きな影響を及

ぼしている。 

このような厳しい現状を踏まえ、漁業無線の存続に向けた取り組みを推進するととも

に、協会運営の健全化を図るため財源にかかる必要な措置、経費の削減などに努めて参

りたい。 

また、国際的な遭難救助システムのGMDSSに伴う定時通信の円滑かつ的確な運用業務

に努めて参りたい。 

また、みなしＧＭに使用している中短波・短波無線機に限り、新スプリアス対応が令

和６年以降に延長されたことにより、若干の時間的猶予が出来ているが、新スプリアス

に未対応の中短波・短波無線機の換装準備をして参りたい。 

 

◎ 主な業務事項 

１．電波法令など関係法、制度についての対応 

(1) 漁業無線に関する建議、陳情など 

漁業環境の厳しい現状を踏まえ、総務省九州総合通信局など関係官庁に対し諸問 

題について建議、請願する。 

(2) GMDSSの通信連絡体制の維持 

①通信申合せ事項の通信規約による定時連絡体制の維持 

船舶の非常時には漁業無線が救助通信の一端を担うことから水産庁および九 

州総合通信局からの指導によりGMDSSにかかる通信の円滑な実施に務める。 

②漁業無線局通信体制の確立について日常業務を確実に行う。 

海難事故が発生した場合の連絡体制を維持するため、通常から無線従事者の充 

分な要員を確保し、災害時には要員の配置、緊急時の連絡体制により海岸局の 

適切な運用を行うよう努める。 

 

２．通信運用関係 

(1) 所属船への指導通信の充実を進め操業の安全確保に寄与する。 

(2) 水産高等学校練習船の船位報告を取りまとめ、全国水産高等学校実習船運営協会 

へ報告する。 

３．長崎地方気象台との気象通報に関する協定書による気象情報の入手、及び船舶気象 

情報の提供による海難防止に努める。 

(1) 東シナ海、黄海及び対馬海峡における気象概況、予想天気図、予報、警報及び近 



海漁船気象並びに台風情報を出漁各船及び関係先に周知し、航行及び操業の安全 

確保に務める。 

(2) 的確なる気象予報に協力するため、出漁船舶より気象通報を収集し長崎地方気象 

台に提供する。 

４．漁業無線安全指導情報及び航行に関する情報の提供 

(1) 海難事故の未然防止を図るため、(一社)全国漁業無線協会の漁船安全情報伝 

達事業による漁業指導に関する事項及び航行・操業の安全に関する諸情報を 

所属漁船へ周知することにより現存船舶のGMDSSの代替措置を担保する。 

また各管区海上保安本部などから発表される航行に関する地域の情報などを 

沿岸及び沖合の船舶へ無線ファックス及び無線電話放送にて通報する。 

(2) 不審船情報等を出漁各船より入手及び周知し、船舶の安全確保に務める。 

 

《各種情報伝達ルート》 

 

 

 

 

 

 

 

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．沿岸小型漁船及びプレジャー船の安全確保 

(1) 近海漁船気象、気象警報・注意報及び関係官庁が発する航行警報、漁業無線安 
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全指導情報を関係超短波漁業無線局に伝達し、沿岸小型漁船の航行及び操業の 

安全確保に努める。 

(2) 関係官庁及び関係漁業海岸局との間で竜巻目撃情報を共有し、情報を関係漁業 

無線局に伝達することにより、漁船等の航行及び操業の安全確保に努める。 

(3) 長崎小型船安全協会との通信業務委託契約に基づき、的確な業務を行い長崎市 

及び周辺を基地とするプレジャー船などの安全確保に務める。 

６．各種情報の提供など 

(1) 出漁各船に漁況、市況、海況情報などを無線ファクシミリ、無線電話放送によ 

り提供し漁業の生産性の向上を図ることに務める。 

(2) 海洋に関する諸情報及び地域に関する情報などを提供し、海上における高度情 

報化及び船員の福利に寄与する。 

７．協会の運営安定化を図るため、会員の加入促進に努める。 

  超短波無線機の有益性を漁業者に周知することにより超短波会員の加入促進に

努めるとともに賛助会員の加入促進にも努める。 

８．漁業無線優良通信士及び永年勤続者の表彰並びに推薦を行う。 

９．その他本協会の目的を達成するため必要な事項について所要の手続きを得て執り

行う。 


